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多様な料金制度の検討 

―電力消費データ分析の経緯と事例の検証－ 

研究分担者 穴山悌三 公立大学法人長野県立大学・教授 

森由美子 東海大学・教授 

 

＜本稿の構成＞ 

１． 本稿の位置付け 

２． 電力消費データ分析の経緯 

３． 近年の主たる電力消費データ分析の動向 

４． 近年のわが国における具体的な分析事例 

５． 水道料金制度検討を念頭に置く観点からの留意点 

６． 本稿の成果と課題 

７． 主要文献リスト 

１．本稿の位置付け 

 本稿は、現在に至る電力消費データ分析の動向と研究事例を調査し、検証を加え、ひいて

は水使用量データを活用した新たな料金制度の検討に役立てることを狙いとした研究成果

をディスカッションペーパーとしてとりまとめたものである。 

２．電力消費データ分析の経緯 

（1）歴史的経緯 

 経済学における市場分析においては、一般に需要曲線や需要の価格弾力性の推計を行い、

当該市場の態様を明らかにすることが試みられる。電気は特殊な財であり1、必需的な性格

も有することから、非弾力的な財（価格が変化しても需要の変化量が相対的に小さい財）で

あるということが共通理解となる一方で、その確実な供給には中長期的な観点からの設備投

資を必要とすることから、伝統的な料金理論における「ピーク・ロード・プライシング (peak-

load pricing)」の研究が多く重ねられ、その過程において需要の価格弾力性が推計されてき

 
1 穴山[2005]は、電気という財の特質として、①非貯蔵性、②同質性、③共通必需性、④ネットワーク

システム供給、⑤装置型産業、⑥サービス製品を挙げている。 
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た。たとえば Matsukawa[2001]は、1993 年の日本の東北 4 県の家計の時間帯別需要データ

から需要関数を推計して、時間帯別電灯料金選択家計の価格弾力性（絶対値表示）を、ピー

ク時：0.70～0.78、オフピーク時：0.51～0.72 と推計している。 

また、特に 1980 年代以降のわが国においては、夏季平日のピーク時間帯の需要の尖鋭化

が電力設備投資額の増嵩を招き、電気事業者の財務体質悪化が深刻な経営問題となっていた。

当時の円高差益還元を求める社会的要請や、広く規制改革を求める声が高まっていたことな

どもあって、電気事業制度改革の検討が進んでいたが、併せて先鋭化するピーク需要をいか

に平準化するかが社会的にも重要な問題であった。このための試みの一環として、前述のピ

ークロード料金の在り方が検討され、たとえば 1996 年から 1999 年にかけて福岡で実施さ

れた夏季平日のピーク時間帯の電力消費量削減に応じて協力金を支払う実験では、電力需要

の協力金単価に関する弾力性（絶対値表示）は 0.06～0.14（松川[2003]）であった。 

このような「需要家側に何らかの働きかけを行い、電力の使い方を社会的に望ましい形に

誘導すること」を「デマンドサイド・マネジメント（Demand-Side Management: DSM）」

といい、DSM は電力負荷を直接的ないし間接的に制御すること（ロード・マネジメント）

を試みた米国における統合資源計画（Integrated Resource Planning）の流れも汲んでいる。

DSM のうち特に「時間的に変化する電力価格、もしくは卸電力価格高騰時や需給逼迫時に

電力使用を減らすように設計された報酬に反応して、最終需要家自らが通常の電力消費パタ

ーンから電力使用を変化させること」（浅野・永田[2015]）は「デマンド・レスポンス（Demand 

Response: DR）」と呼ばれる2。DR の分類として、後述する価格が変化するように設計され

た料金体系を「価格ベースのプログラム（Price-based Programs）」と呼び、計器や電気機器

の直接制御（Direct Load Control：DLC)や電力負荷を遮断ないし削減するプログラム

（Interruptible/Curtailable Load Programs）などのように、需要削減に対するインセンティ

ブの支払を行う「誘因ベースのプログラム（Incentive-based Programs）」と区別することが

ある。 

どのタイプの DR であっても基本的な手法として家庭用需要家向けの情報提供が行われ、

いわゆる「見える化」などが行われる。わが国では HEMS(Home Energy Management 

System)と呼ばれる家庭における機器制御システムが開発されてきたが、需要家に対して家

 
2 米国連邦規制当局（Federal Energy Regulatory Commission: FERC）の DR の定義は「時間経過に伴

う電力価格の変化、または卸売市場価格が高いときやシステムの信頼性が危険にさらされているとき

に電力使用量を減らすように設計されたインセンティブ支払いに応じた、最終消費者による通常の消

費パターンからの電力使用量の変化」である。他に米国エネルギー省（DOE）や研究論文等にそれぞ

れ定義がある。 
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庭内の情報端末や表示器を介して使用情報を伝え、電力消費量の変化を促す試みは、NEDO

プロジェクトなどでも実施されてきた。また、電力料金を随時変化させて電力消費量の変化

を促す「ダイナミック・プライシング（Dynamic Pricing: DP）」については、主として計量

上の課題などから主として産業用・業務用等の大口需要家向けの実験として、1980 年代以

降に国内外で行われてきた経緯がある。 

DR について、大口需要家のみならず家庭用需要家が対象となる検討が本格的に進んだの

は、電気事業制度改革を通じて市場取引の依存度を高めていた米国のカリフォルニア州にお

ける 2000～2001 年の深刻な電力危機や 2003 年の北米大停電が発生した 2000 年代以降の

ことである。電力危機は電力市場の不完全性とピークロード・マネジメントの重要性を改め

て明確化し、これを踏まえた DR、たとえば従前からの季節別時間帯別料金制度（Time-of-

Use: TOU）に加え、卸電力市場価格を柔軟に小売価格へ連動させるリアルタイム・プライ

シング（Real Time Pricing: RTP）や、電力需給のタイト化が予想される緊急ピーク時に特

別な価格を提示するクリティカルピーク・プライシング（Critical Peak Pricing: CPP）3、市

場価格に連動してピーク時の料金を変動させる変動ピーク・プライシング（Variable Peak 

Pricing: VPP）などに関する研究の蓄積や制度面への応用が従前以上に盛んに行われるよう

になった。 

 

（図１）DR 料金体系の例 

また情報通信技術の発展と再生可能エネルギーを含む分散型電源の相対的な効率性向上

 
3 DP は課金水準を変化させることによって消費行動変化を促すが、他方で報奨（リベートなど）のよ

うにインセンティブを付与する方式もあり、たとえば CPP に対応する方式はクリティカル・ピーク・

リベート（Critical Peak Rebate: CPR）と呼ばれる。これらは理論的には同等の効果を持つことが予想

されるが、実証実験においては、後述するように行動経済学的なバイアス等の存在によって実質的な

効果が異なることが多い。 

伝統的なTOU

（季節別時間帯別料金）

RTP

（リアルタイム・プライシング）

CPP

（クリティカルピーク・プライシング）

VPP

（変動ピーク・プライシング）

静態的 動的 静態＋動的 静態＋動的

（出所）IRENA[2019]等を参考に作成。図部分は同Table1から引用。
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等を背景として、電力系統を地域的に最適制御するスマートグリッド（Smart Grid）と呼ば

れる概念が普及し4、その一つの要素としてスマートメーターを活用した多種多様な DR が

検討されるに至った。スマートグリッドのシステムを構成する要素としては、スマートメー

ターの他に、配電設備網（distribution grids）に接続される分散型電源（distributed generation: 

DG）、マイクログリッド（microgrids: MGs）、蓄電システム（energy storage systems: ESSs）、

電気自動車（electric vehicles: EVs）などがあり、分散型エネルギー資源（distributed energy 

resources: DERs）と総称される。DR もその一つの資源と見なされる（DR resources）。 

スマートメーター5については、年間 50～100 時間程度の夏季ピーク需要の抑制を主に目

的としたカリフォルニア州での導入以外に、2000 年代初めからイタリア、スウェーデン、

オランダ、カナダ、オーストラリアにおいても導入が進みつつあったが、2009 年の EU 指

令で「2020 年までに少なくとも 80％の需要家にスマートメーターを導入（to be equipped 

with intelligent metering systems）」とされてから導入が加速し、現在は 2020～2025 年に殆

どの加盟国で目標達成すると見込まれている6。スマートメーター導入の費用対効果の分析

では、標準的なメーター費用の回避や検針費用の節減以上に電力費用の節減に資することが

見込まれている7。 

他方、わが国でも、電気事業制度改革における小売自由化範囲拡大の検討にあたり、家庭

用需要家の供給事業者変更（スイッチング）にはスマートメーターの普及拡大が有効ではな

いかとの問題意識があり各一般電気事業者は原則全家庭に対する導入計画を立案していた。

また変動性電源である再生可能エネルギーを導入するための課題解決を図る必要もあって、

次世代型のスマートコミュニティ8に対する関心も高まっていたことから、2009 年 11 月に

 
4 依田・田中・伊藤[2017]は、その契機を 2009 年の米国オバマ大統領就任後の景気対策としてグリー

ン・ニューディール政策が打ち出され、スマートグリッド関連予算が多数の実証事業を可能にしたこ

とを挙げている。 

5 スマートメーターの「スマート」は、“Advanced metering infrastructure (AMI)”とも称される。 

6 smartEn[2020]によれば、欧州 10 か国（フランス、フィンランド、ドイツ、ギリシャ、アイルラン

ド、イタリア、ルーマニア、スロベニア、スペイン、英国）のうち 7 か国でスマートメーター導入済

であり、イタリアとスロベニアも 2025 年までには全戸導入予定で、ドイツのみ今後 8 年で大口需要家

とプロシューマ―（太陽光発電設置者等）へのスマートメーター導入と他の消費者へのデジタル・メ

ーター（後日スマートメーターにアップデート可能なもの）を導入するとしている。ただしこれらの

スマートメーターがエネルギー・マネジメント・システムやスマートグリッドと相互接続可能なの

は、まだフランス、フィンランド、イタリア、英国の４か国にとどまっている。 
7 たとえば Torriti[2020]ではドイツの試算結果としてその効果がメーター1 個あたり年間 240 ユーロに

達すると紹介している。 

8 スマートコミュニティという用語は、わが国の 2014 年 4 月閣議決定のエネルギー基本計画において
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は次世代エネルギー・社会システム実証事業が立ち上がり、この事業の一環として、横浜市、

豊田市、けいはんな学研都市、北九州市の 4 地域で DR を含むフィールド実験が設計され、

2011～2014 年度に DR の経済効果が測定された。なお、このように 2011 年 3 月の東日本

大震災とこれに伴う原子力発電所事故後の需給逼迫の経験前から DR の活用に関する問題

意識と検討は継続して存在していたが、震災後の社会的認知は大きく高まっている（4 地域

実証結果をまとめた論文・著作として依田・田中・伊藤[2015]や Matsukawa[2016]などがあ

る）。 

なお DR の効果は、狭義には電力消費量の抑制もしくはシフトを指すが、電気という財の

特質に即して時間軸の異なる効果を有する。すなわち、事故発生時の対応のための予備力対

応（Contingency）、風力や太陽光等の変動性電源への柔軟な対応（Flexibility）、中長期的な

電源代替としての容量面での対応（Capacity）である（Olsen, et al.[2013]、Lee et al. [2016]）。

品質維持のための系統安定機能はアンシラリー・サービス（Ancillary Service: AS）と呼ばれ、

電力市場において重要な役割を果たしているが、電力における DR 分析を論じる際は、これ

ら容量市場や AS 市場との関係についても念頭に置く必要がある（Du, et al.[2019],Ch.1 他

を参照）。ただし電力品質の維持を目的とする場合、価格ベースの DR では応答が遅れるた

め有効に機能し得ないのではないかとの指摘がされており、効率的なエネルギー・マネジメ

ント・システム（EMS）の有無がポイントとなる（Joskow and Wolfram[2012]）。 

DR は需要家が価格やインセンティブに反応して需要を変動させることから最終小売市

場での需要家行動を指す場合が多いが、たとえば米国の PJM や MISO（Midcontinent 

Independent System Operator）の独立系統運用者（ISO）が管轄する地域の電力市場では、

卸市場等で DR が行われている（Dahlke and Prorok[2019]、Hale et al.[2018]）。この場合、

最適化問題は需要家の費用節減に止まらず、系統全体での環境負荷や経済性を考慮した予備

力確保費用の最小化等がターゲットとなり、別途その計算が行われる（Shehata[2019]など）。 

以上の DR を、実際に電力が消費される実需要時に至るまでのタイムラインに並べると、

次頁図２のようになり、品質維持のための電力系統運用上、実需の直前になるほど迅速で確

実な DR コントロールが必要になる。 

 

「再生可能エネルギーやコージェネレーション等の分散型エネルギーを用いつつ、ＩＴや蓄電池等の

技術を活用したエネルギー・マネジメント・システムを通じて、分散型エネルギーシステムにおける

エネルギー需給を総合的に管理し、エネルギーの利活用を最適化するとともに、高齢者の見守りなど

他の生活支援サービスも取り込んだ新たな社会システムを構築したもの」と定義されている。 
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（出所）U.S. Department of Energy [2006], Fig.2-3, p.15. 

（図２）実需要までの DR 手段 

（2）DRに関する主な実証の成果（日本の 4地域実証） 

 わが国の代表的な DR 実証である 2010 年代前半の４地域実証の成果を確認しておく9。4

地域で実証した DR の概要は図３の通りである。 

 

（出所）資源エネルギー庁省エネルギー新エネルギー部[2016] 

（図３）4 地域実証における DR の概要 

 
9 実証結果については、地域ごとにいくつか論文が存在する。たとえば Matsukawa[2016]は、けいはん

な学研都市の実証結果を詳細に扱っており、依田・田中・伊藤[2017]は、北九州市、けいはんな学研

都市、横浜市の 3 地域を総合的に論じている。 
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 北九州市のマンション住民 180 世帯を対象にした実験では、4 段階の CPP（kWh 単価を

ランダムに 50 円、75 円、100 円、150 円にする）を発動し、既存の TOU の昼間料金料金

水準の 23.4 円/kWh よりも遥かに高い水準をつける。実験協力世帯は宅内表示（in-home 

displays: IHDs）で 30 分ごとの消費量を確認でき、DR 発動時には IHDs での表示と共に前

日夕と当日朝に電子メールで通知が行われた。実験は 2012 年夏、同冬、2013 年夏と実施さ

れ、2012 年夏には各 CPP でそれぞれ節電率は 9.0%, 9.6%, 12.6%, 13.1%と金額が増すほど

節電行動が観察されたが、2012 年冬には各 10.2%, 10.7%, 9.0%, 12.0%と CPP 水準による

行動差はあまり認められなくなり、2013 年夏も各 11.1%, 10.1%, 9.7%, 10.1%と特に高金額

帯において前年からの効果の低下がみられる結果となった。この結果は、DR における電力

消費データ分析を現実の政策適用に応用するに際しては、行動経済学的な要素を加味して考

慮する必要があることを示唆している。 

 けいはんな学研都市では、実験協力世帯 691 に IHDs を貸与し、うち 154 世帯には節電

要請（Conservation Requests: CRs）、384 世帯には CPP の DR を実施した。DR 発動日に

は、前者には IHDs、パソコン、携帯電話で閲覧可能な道義的勧告（Moral Suasion）を含む

メッセージが送られ、後者には通常 25 円/kWh の料金単価が 3 段階の CPP（kWh 単価をラ

ンダムに 65 円、85 円、105 円にする）を発動した。2012 年夏の節電率は、CRs が平均 3.1%

であったのに対して、CPP は各 15.1%, 16.7%, 18.2%の効果があった。同冬の節電率は、

CRs が 3.2%、CPP は各 16.3%, 16.4%, 18.9%であった。依田・田中・伊藤[2017]の推計モ

デルによればこれらの価格弾力性は 0.1 から 0.2 に相当する。また同論文は、この実証の節

電要請や CPP 発動のサイクルを観察することで、DR 発動が継続する場合の順化（繰り返

しの刺激に対する反応の低下）や、節電行動の定着化（習慣形成）の効果についても検証し

ており、人間の内的動機に訴える節電要請の効果には持続性がなく、外的動機に訴える DP

の効果は実験期間中持続して有効であり、また後者については省エネ行動の定着もみられた

と論じている。他方 Matsukawa[2016]はこの実証結果に対して上記と異なるモデルを適用

することで自己価格弾力性（絶対値表示）が 0.157 から 0.389 の範囲にあることを示した。 

 横浜市では、IHDs を設置した 2153 の実験協力世帯をランダムに 4 グループに分けた。

①CPP への加入を選択（opt in）できるグループ、②前年度の電力消費量に基づいて CPP

に加入していたらいくら電気代が得ないし損になったかという機会費用（shadow bill）の提

示を受けて翌年夏の CPP 加入を選択できるグループ、③機会費用の呈示に加えて翌年夏の

CPP 加入に 6000 円のキャッシュ・インセンティブを与える約束で翌年夏の CPP 加入を選

択できるグループ、そして④コントロール・グループである。CPP は発動日の 13 時～16 時

の料金 kWh 単価を 100 円とし、発動日以外の同時間帯は 45 円、それ以外は 21 円の TOU

となる。コントロール・グループと CPP 加入を選択しない場合は一律 26 円の適用となる。
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結果としての翌年夏の CPP 加入率は、①単純な選択制 16.0%、②機会費用の呈示 30.8％、

③機会費用の呈示＋インセンティブ付与 47.5％だった。自らの意思で CPP の選択加入をし

た世帯の 2014 年夏の節電効果は、CPP と TOU の併用のケースで、①22.0％、②9.0％、③

13.2％であり、選択加入しなかコントロール・グループの効果は、①3.7％、②2.9％、③6.6％

となる。この結果は、仮に加入率を高める目的での施策は最終的な目的の達成に必ずしも有

効とは限らないことを示唆している。 

 豊田市の実証はトヨタが中心となってエネルギー情報マネジメントシステム（EDMS）の

開発研究の一環として行われており、純粋な DR 結果は公表ベースでは認められなかった。

2011 年度から 5 年間にわたり継続して実施した行動誘発として、DR に伴うポイント・イ

ンセンティブの付与、非金銭的インセンティブとしてＥＤＭＳのポータルサイト、コミュニ

ティ内のランキング、掲示板、地域情報配信等のサービスを提供することで、生活者の意識

変革・行動変化を促すこと、そしてリコメンド（行動支援）や機器の間接制御が実施された。

実証結果の詳細は確認できないが、2011 年度のポイント・インセンティブによる CO2 削減

効果は 27.5％であったと実証事業成果報告に記されている。 

 これら 4 地域実証結果は「約 2 割のピークカットが継続的に可能であること、CPP の価

格を高くした場合でも、その効果は飛躍的に伸びるわけではないことを確認」と総括され、

また併せて「①電気料金負担が増加する可能性、②オフピーク時間帯の安く受ける割引メリ

ットよりもピーク時間帯に電気料金が大幅に割高となるデメリットを重視する、③需要の大

きい時間帯に電気料金を引き上げるのはフェアではない等の課題があり、CPP の普及には

更なる取組が必要と考えられる」としている（資源エネルギー庁省エネ・新エネ部[2016]）。 

（3）DRに関する主な実証の成果（国外実証） 

 前述の通り、米国では DR のフィールド実験に対する予算措置が取られたことから多くの

実証実験が行われたが、依田・田中・伊藤[2017]はその殆どが RCT（無作為比較対照法）

に基づいていないとして結果の信頼性に疑問を呈する。また 2000 年以降に米国で実施され

た 15 の実証をサーベイした論文（Faruqui and Sergici [2010]）と、米国エネルギー省（DOE）

の支援を受けて実施された各種の消費者行動研究（Consumer Behavior Study: CBS）の成果

報告(Cappers, et al. [2015]) を紹介している。 

 Faruqui and Sergici [2010]は、15 の事例を対象とする研究成果から、DR の反応程度は価

格上昇の度合い、集中式空調の有無、遠隔からプログラムで温度調整可能なエアコンや機器

管理システムの活用などによること等を明らかにし、ピーク需要の削減率として、TOU は

3～6％、CPP は 13～20％、そして削減に資する技術を伴って CPP を用いれば 27～44％の

削減が可能であると整理した（図４）。  
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（出所）Faruqui and Sergici [2010], p.215, Fig.1 

（図４）米国等の 15 実証（1996～2007 年実施）における DR 効果 

 また Faruqui, Hledik, and Sergici [2010]は、米国各地で実施された 67 実証の DR の削減

効果が 5％未満から 50％超まで幅広く分布することを踏まえ、実施州による違い（地理的条

件の差異）や（図５左）、料金制度のタイプと支援技術の有無（図５右）によって、削減効

果が変わることを示している。 

 

（出所）Faruqui, A. et al. [2010], pp.34-35, Fig.4 & 6. 

（図５）米国の 67 実証における DR 効果（地理的条件、料金制度のタイプと支援技術の有無） 
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 Cappers, et al. [2015] は、米国の 10 事業者が実施した 11 実証をサーベイし、CPP によ

るピーク需要の削減率が平均 21％であるのに対してリベートを用いる CPR は平均 11％に

留まること、遠隔制御のエアコン（Programmable Communicating Thermostats: PCT）を活

用する場合に削減効果が大きく（図６左）、宅内表示がない場合でも一定の削減効果がある

こと（図６右）を確認した。 

 
（出所）Cappers, et al. [2015], pp.38-39 Fig.10 & 11. 

（図６）米国の 11 実証における DR 効果（PCT・IHD の有無と CPP／CPR） 

３．近年の主たる電力消費データ分析の動向 

 以上、電力消費データ分析の経緯と主な研究成果の蓄積について概観してきたが、近年に

おける分析動向と方向性について整理しておく。DR を政策として実装・展開する場合にそ

の効果を左右するのは、①消費者の DR プログラムへの参加率、②参加者の行動変容（需要

応答）、③その行動変容の持続程度、である（米国 EPRI[2012]にいうところの participation, 

performance, and persistence）。 

 まずプログラムへの参加率については、Parrish, et al. [2020]のサーベイによって近年の

29 プログラム、35 の DR メニューについての選択加入（opt-in）と選択退出（opt-out）の

参加率が確認できる。プログラムへの参加率自体は 2％～98％と様々であり、複数の DR メ

ニューオプションを提示したプログラムの実例（Potter, et al. [2014], Blumsack and 

Hines[2013]）からは、DR メニューの種類による参加率の差は認められず、むしろ参加を

促すための方策（個別説明、信頼できる機関の活用、ローカル・ミーティングや地域コミュ

ニティの取組みなど）の重要性が示唆されている。Parrish, et al. [2020] は選択加入方式を

採用した約半数の事例でターゲットとする人口の 10％以下しか参加しなかったことと共に、

参加率が相対的に高い選択退出方式の場合は後述する需要応答が相対的に小さくなること

を指摘している。 

次にプログラム参加者の行動変容の程度については、CPP 等の金銭的インセンティブを
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用いてピーク時における電力消費量の変化を促す方法については、これまでに確認した通り

一定の効果を持ち、制度の設計にもよるが、およそ 7～22％程度の効果を有すると期待され

ている（Faruqui, and Sergici [2010]など）。他方、同じ金銭的インセンティブではあるが、

リベートの形で提供されると（CPR）、その効果は CPP の半分程度であることも示されてい

る（Wolak[2011]など）。 

また Parrish, et al. [2020]は近年の 52 の研究論文（うち 40 は実証プログラム）をサーベ

イ10し、参照需要からの削減率を図７のようにまとめた。 

 

（出所）Parrish, et al. [2020], Fig.4, p.9 に加筆 

（図７）52 論文で報告された海外 DR プログラムでの需要応答：参照需要からの削減率 

これによれば、家電機器の直接制御による場合の効果は平均的に 30～40％を大きな削減を

期待でき11、他方で、単なる節電情報の提供や静態的な TOU（わが国でも伝統的に採用され

 
10 このサーベイがカバーする DR 事例は、全体で 83（うち 64 が試行的実証）であり、11 のインタビ

ュー調査を含む。対象は米国、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、UAE、UK、その他欧州

国の 18 か国で、63％が米国、30％が欧州で実施された事例である。日本を対象とする調査は含まれて

いない。なお、図７はこのうち需要応答の情報が得られた 52 論文を扱っており、また図中の研究論文

数は複数メニューを対象に含む研究を各メニューでカウントしているため合計数は 52 にならない。 

11 DR はその殆どが節電行動を促す方向で設計されてきたが、近年の太陽光発電や風力発電のような変

動制電源が系統内で一定以上に増大すると、供給力過大時にこれに見合う需要増が必要になる場合が

ある。このため、こうした状況下では DR は需要削減ではなく需要増加の効果が期待される。 

情報提供

直接的な需要制御

静態的なTOU

動的なTOU ＊TOU（季節別時間帯別料金）の単価水準が柔軟に変動するスキーム

＊季節単位でTOUの単価水準がほぼ固定的に設定されるスキーム

＊ピーク時間帯の単価がシステムや市場条件に応じて

＊単価が１時間ごとかそれ以下で柔軟に変動するスキーム

＊削減電力量に応じてリベートを受け取れる

＊指定された需給逼迫時に

＊１日単位でTOU（季節別時間帯別料金）が設定されるスキーム

＊指定されたイベント時に高価格

柔軟に変動するスキーム

インセンティブ・スキーム

となるTOUのスキーム

高価格となるスキーム
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てきた季節別時間帯別料金制度など）が主に 10％未満の削減効果しか期待できないのに対

して、殆どの DR メニューが 10～30％の削減期待効果を示していることは、上述の既往研

究の成果と概ね整合的である。機器を直接操作するような介入や、ピーク時間、需給逼迫の

市場価格高騰時などに応じて柔軟に価格を変動させるダイナミックなスキームは、平均的な

期待削減効果が高い。こうしたスキームの実効性を高めるポイントとして、自動化技術の水

準とリアルタイムの情報、情報家電の保有等とベースとなる電力需要水準、ピークとオフピ

ークの価格比や比較可能なインセンティブなどが指摘されるが、これらの要因がすべての期

待効果差を説明できるわけではないと結論している。 

 家庭用電力需要の弾力性の推計は、前提となる需要関数をいかに導出するかなど、研究に

よって多様であるために一括して論じることは困難な面があるが、研究動向を概観する目的

で敢えて個々のアプローチの違い等を捨象して、近年に至る 44 の各研究が推計した短期お

よび長期の自己価格弾力性を図８にプロットした。値が上位および下位の各 3 つを除いた単

純平均は、短期 0.29、長期 0.59 となり、先述の諸研究とも概ね整合的である。 

 

（出所）表１を元に作成 

（図８）近年に至る 44 研究論文が導出した家庭用電力需要の自己価格弾力性 

＊最大／最小値を導出する研究はその中間値をプロットし、単純平均算出にも用いている。

　短期／長期の片方のみ導出の研究は、便宜的に導出がない方の値を０として軸上にプロットした。
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研究論文 国 短期 長期

Aalami et al. [2010] イラン 0.10 ー

Alberini et al. [2011] 米国 0.08-0.15 0.45-0.75

AL-Faris [2002] GCC諸国 0.04-0.18 0.82-3.39

Arthur et al. [2012] モザンビーク 0.60 ー

Atakhanova et al. [2007] カザフスタン 0.22 1.10

Athukorala et al. [2010] スリランカ 0.16 0.62

Blazquez et al. [2013] スペイン 0.07 0.19

Boogen et al. [2014] スイス 0.54-0.59 0.56-0.68

Boogen et al. [2017] スイス 0.30 0.58

Boonekamp [2007] オランダ ー 0.11

Boonekamp [2017] オランダ 0.12 ー

Burke et al. [2018] 米国 0.06-0.24 0.95-1.01

Burns et al. [2020] オーストラリア 0.20 ー

Cambell [2018] ジャマイカ ー 0.82

Chindakar et al. [2019] インド 0.39 ー

Espey et al. [2014] 米国 0.35 0.85

Filippini et al. [2004] インド 0.29-0.51 ー

Filippini [2011] スイス 0.65-0.84 1.27-2.27

Gautam et al. [2018] 米国 0.05 0.11

Halicioglu [2007] トルコ 0.33 0.52

Holtedahl et al. [2004] 台湾 0.15 0.16

Hondroyiannis [2004] ギリシャ ー 0.41

Ishaque [2018] パキスタン 0.10 0.46

Kwon et al. [2016] 韓国 0.05 0.21

Labanderia aet al. [2017] 諸国 0.13 0.37

Lijesen [2007] オランダ 0.00 ー

Loi et al. [2018] シンガポール 0.05-0.37 ー

Matar [2018] サウジアラビア 0.05 ー

Narayan et al. [2005] オーストラリア 0.26 0.54

Nasir et al. [2008] パキスタン 0.63 0.77

Okajima et al. [2013] 日本 0.40 0.49

Rai et al. [2014] オーストラリア 0.45 0.75

Schulte [2017] ドイツ 0.43 ー

Shaik et al. [2018] 米国 0.41 ー

Shi et al. [2012] 中国 2.48 ー

Silk et al. [1997] 米国 0.24 0.48

Silva et al. [2012] ポルトガル都市部 0.59-0.67 ー

Silva et al. [2012] ポルトガル地方部 0.65-0.90 ー

Tambe et al. [2014] インド 0.47 ー

Vita et al. [2006] ナンビア ー 0.30

Volland et al. [2019] スイス 0.34 1.85

Wolak [2011] 英国 RTP:0.03, CPP:0.09 ー

Woo et al. [2018] 米国 0.04 0.10

Yin et al. [2016] 中国都市部 0.36 0.60

Yin et al. [2016] 中国地方部 0.78 1.42

Zachariadis et al. [2007] キプロス 0.10 0.43

（出所）Andruszkiewicz et al. [2019], Yin et al. [2016] を参考に作成した。

表１：家庭用電力需要の自己価格弾力性（少数第2位以下四捨五入、絶対値表示）
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 これまでに実施された実証においては、こうした金銭的インセンティブの付与のみならず、

非金銭的なインセンティブ付与についても検証されてきた。その一つが宅内表示（IHDs）

による情報提供であり、市場の失敗の要素である情報の非対称性を緩和する機能が基本的に

与えられる。たとえば、現在の価格表示機能、過去の自身の使用量との比較データ等は、本

来情報が完全に流通・蓄積されていれば知ることができる情報へのアクセスを容易にすると

いう意味において、経済的な分析において仮定される「合理的な個人」に近付くための方法

である。 

 ただし、この IHDs への表示や、あるいはスマートフォンや PC に表示されるメールや

SNS のメッセージなどを介して、単なる情報の非対称性の解消以上の情報が積極的に提供

される場合は、最終消費者に対するより意図的・積極的な介入が行われたと解することがで

きる。これには、既に述べたような説得的な節電要請（Conservation Requests: CRs）ない

し道義的勧告（Moral Suasion）や、社会比較（Social Comparison）などが含まれて、主た

るアプローチとしては行動経済学でいう「ナッジ（Nudge）」の検証になる。近年はこうし

たリサーチ・クエスチョンに係る研究が増えており、その成果が蓄積されている（たとえば

Jessoe and Rapson [2014], Ito, Ida, and Tanaka [2018], Gillan [2017], Allcott and Kessler 

[2019], Knittel and Stolper [2019]など）。一例として、メッセージのフレーミング効果につ

いての研究があり（Nab, Jansma, and Gosselt [2020]など）、温暖化対策等の社会的意義やア

ウトカム、参照点（point of reference）などの設計によってその介入効果は変化し得ること

から、制度面での実装に当たってはこれらの知見も活用されることになる。 

 また、こうした行動の限定合理性や迅速な反応の難しさを前提に、データを用いたクラス

タリングを実施してより効果的なプログラムとするための参加者のターゲティングや、参加

者がプログラム等を活用して自動的に電力消費量を変化させる具体的な方法の在り方に関

する研究なども進んでいる（Todd-Blick, et al. [2020], Patel, et al. [2016]など）。家庭の最適

行動のアルゴリズムとしてエネルギー費用最小化を目指す様々なモデルが採用されるが、ス

マートメーターの設置に加えていわゆるスマート家電や蓄電池システム、電力取引などが可

能なスマートグリッドの実装をふまえた各種予測や最適化のための研究も進んでいる（モデ

ル計算に関する研究蓄積のサーベイとして、Alam, et al.[2016]や Jordehi[2019]がある）。 

さらに、こうした自動応答等の進化と普及が進めば、DR は電力の実需給市場のみならず、

アンシラリー・サービス市場での活用等も進むことが期待されるため、再生可能エネルギー

を大量導入するための柔軟性（flexibility）の研究の文脈でも成果が蓄積されている。 

 ただし、これらの DR が実装に至れば、各家計における影響が生じることになる。これま

での実証実験レベルでは仮に CPP を採用する場合も原則的に収支の中立性を前提とした設

計が行われるのが一般的であるが、各家計の所得やタイプによって異なる影響が予想される
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ため、こうした公正上の問題を扱う研究も行われている（Torriti and Yunusov [2020], 

Cappers, et al. [2018]など）。 

 最後に、行動変容の持続の観点からは、わが国の北九州市の実証結果でも述べた通り、プ

ログラムを継続した場合の効果の低下が観察されており、グローバルな実証結果においても

反応疲れ（response fatigue）の問題として認識されている。たとえば、Allcott [2011]は, 

Opower 社が用いた社会的比較のナッジ効果が短期的に 11～20%の料金上昇に匹敵するこ

とを明らかにしたが、Allcott and Roger [2014] はそのプログラムの効果の持続性を分析し、

限界効果が習慣化によって低下することを示した。しかし他方で、長期的には習慣や技術が

ある種の資本として蓄積されることで長期的効果を過小評価すべきではないとの見方もあ

る。行動変容の持続に関する実態はまだ解明途上であるが、このほか特に近年では SDGs な

どの社会的問題意識の高まりが行動変容の常態化を促す可能性もあり、また上記の行動経済

学的な成果の活用も期待されるところである。 

４．近年のわが国における具体的な分析事例 

 ここでは近年のわが国の電力産業についての実証を扱った分析事例を紹介する。以下、

Kim, Shimada, Ochi, et al.[2016] 、 小 松 、 向 井 、 西 尾 他 [2017] 、 Li, Gao, Ruan, and 

Ushifusa[2018]、Ida, Murakami, and Tanaka[2020]、Ida, Ushifusa, Tanaka, et al. [2020] の

概要を順に述べる。 

Kim, Shimada, Ochi, et al. [2016] は、2012 年以降 3 年間の沼島に居住する 50 世帯を対

象に、パネルデータによる変量効果モデルで、ライフスタイル要因、ウェブサイト閲覧頻度、

気象要因のコントロールが、1 時間当たりのエネルギー消費量にどのくらい影響を与えるか

を検証した。結果は、実験前よりダイナミック・プライシングを導入した方が、13.8％のエ

ネルギー消費の削減が見られることが明らかにされている。 

小松、向井、西尾他[2017]は、2017 年度冬期にスマートフォンアプリを用いた家庭省エ

ネサービスの実証研究を行い、その結果を報告している。介入効果の検証は、総合効果に関

するマッチング法による検証と、レポート・アラートなどの個別効果に関する RCT による

検証を行い、パネルデータ回帰分析を行っている。その結果、平均的な省エネ効果は 2.5％

で、アプリ利用頻度の高いモニターは、利用頻度の少ないモニターに比べて省エネ効果が

1.6％高いこと、個別効果については、統計的に有意な結果は得られていないが、いずれの

通知を行った場合も、使用料が低下することを確認している。通知によるアプリ閲覧の促進

効果についても、簡便な回帰分析を実施している。レポートのみ、アラートのみ、レポート

とアラートの併用の場合で、いずれも、平均閲覧率は増加傾向を示し、レポートとアラート
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併用の場合において日中平均閲覧率が 3.05 向上し、統計的に有意な結果となっている。  

 Li, Gao, Ruan, and Ushifusa[2018]は、2017 年の九州電力のウェブサイトから 500,000 の

データを収集し、とくに電気使用量の変動の大きい真夏の 8 月と真冬の 1 月について、1 日

の電気量の変動を電気自動車とヒートポンプを導入することで、深夜と早朝の谷をアップさ

せることを試みた。電気効率を 39％、燃料電池の熱効率を 46％、慣例的な給湯器の熱効率

を 85％、天然ガスとガソリンの CO2 排出要因をそれぞれ 2.29 ㎏/Nm3、2.32 ㎏/L と仮定

すると、0.483 ㎏/kWh となった。CO2 排出要因は、九州電力から取り入れた電力として計

算された。高効率の技術の容量に対しての年間の平均 CO2 排出削減は、ヒートポンプで 0.3

㎏/kW、電気自動車で 1.8 ㎏/kW、燃料電池で 1.75 ㎏/kW、太陽光発電 1.45 ㎏/kW となっ

た。 

 Ida, Murakami, and Tanaka[2020]は、2013 年の夏、横浜市における太陽光発電のスマー

トメーター実証実験において、CPP の効果を RCT アプローチを使って、スマートメーター

と HEMS を装備した 1,202 戸の家庭を対象に、選択バイアスを避けるために無作為にトリ

ートメントとコントロール・グループを決めて、3 つのグループに分けて分析を行った。コ

ントロール・グループは、合計 353 世帯からなり、164 世帯は横浜市と定額の契約を行い、

157 世帯は時間帯別料金(TOU 料金)の契約を行っている。トリートメント・グループの T1

は、合計 427 世帯であり、211 世帯は定額契約、190 世帯は TOU 料金契約を行っており、

加えて、CPP0.6 ドルを受け取っている。トリートメント・グループ２は、422 世帯で、210

世帯は定額契約、181 世帯は TOU 料金契約を行っている。その上、CPP1 ドルを受け取っ

ている。30 分間隔のデータで、ピークカット効果をパネルデータによる固定効果モデルで

推定した。結果、CPP 料金は太陽光発電の生産消費者の 3～4％の利用削減を促し、ソーラ

ーパネルなしの利用者はその 4 分の１だった。太陽光発電を利用すればするほど、ピークカ

ットが小さくなることを導きだした。90％以上の回答者で、エアコンの利用の制限により、

ピーク時間の需要を削減し、10％以下の回答者で新しいエネルギー装置を購入したことが判

明した。 

 Ida, Ushifusa, Tanaka et al. [2020] は、4 つの分析を行っているが、そのうち 3 つの分析

について述べる。 

1 つめは、2016 年 4 月の電力市場が完全な規制緩和に入る以前の 2016 年 1 月からの 3 ヶ

月の期間で、My Voice Communications Inc.という日本のリサーチ企業により地理的、性別、

年齢において日本の平均的な人口を代表する 11,000 世帯として抽出された回答者を対象に、

WEB ベースでの調査を実施している。このデータをもとに、ランダムロジットモデル

（Random parameter logit :以下、RPL）を使い、効用関数を推計している。電力会社の選択

を新規参入会社、既存の会社、料金プランを一律料金、時間帯別料金、再生可能エネルギー
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導入率、原子力導入率により、月額料金が、異なるプランを 1～3（1.新規事業者による定額

料金で再生可能エネルギー40％、原子力エネルギー20％、2.既存の事業者による時間帯別料

金、再生可能エネルギー20％、原子力エネルギー40％、3.既存の事業者による定額プランで、

再生可能エネルギー10％、原子力エネルギー10％）まで提示し、それによって、効用がどの

程度変化するのか、さらに、支払い意思額(Willingness to Pay: WTP)を計測した。 

 2 つめは、2015 年 1 月から 9 月に横浜市青葉区の HEMS を設置した 1063 世帯を対象に、

30 分値での電力消費データを計測した。1063 世帯を介入しない 531 とトリートメントを施

す 532 世帯の２つのグループに分けて実施した。結果として 983 世帯が参加した。プラン

の種類、月額の電気料金を説明変数とするランダム効用モデルを最尤法により推計し、限界

支払意思額を計測した。コントロール・グループの電気料金の支払い率に関する係数は、-

23.91 で、トリートメント・グループの係数は、-23.15 となった。新規参入企業のパラメー

ターは、コントロール・グループで－0.60 で、トリートメント・グループで－0.58 であっ

た。時間帯別料金の係数は、コントロール・グループで 0.25、トリートメント・グループで

－0.14 であった。再生可能エネルギーの係数は、コントロール・グループ で 0.053、トリ

ートメント・グループで 0.051、原子力発電比率は、－0.12、－0.13 であった。貨幣の限界

効用は、－0.0034 で、トリートメント・グループで－0.0032 で、限界的支払意思額は、新

規参入企業については－238.04 円、トリートメント・グループについては－252.98 円、時

間帯別料金については 125.93 円、トリートメント・グループでは－9.04 円、再生可能エネ

ルギー率については 22.4 円、23.72 円、原子力エネルギー率については、－49.0696 円、－

56.4047 円となった。 

 4 つめは、竹中工務店と京都大学により、2014 年の 7 月 14 日から 8 月 1 日までの土日祝

日を除く 2 週間について竹中工務店の東京本店の 5 階と 6 階で、13 時 30 分から 15 時 30

分の高い需要が見込まれる時間帯に、電力貯蓄の要求を提案する実験である。自動デマンド・

レスポンスを前提に固定効果モデルで分析している。211 の従業員の中で、48 人は opt-in

パフォーマンスインセンティブグループ（Ｔ1）、51 人は opt-in 固定インセンティブグルー

プ(Ｔ2)、58 人は opt-out パフォーマンスインセンティブグループ(Ｔ3)、54 人は opt-out 固

定インセンティブグループ(Ｔ4)に割り当てられた。パフォーマンスインセンティブは、DR

に参加するそれぞれの時間につき 500 円のコーヒークーポンで、6 日間で 3000 円のクーポ

ンを受け取るもので、固定インセンティブは、6 日間を通してコーヒー２杯分のクーポン

1000 円を受け取る。結果は、ITT について、Ｔ3 が、最も削減効果が大きく、Ｔ1、Ｔ4、Ｔ

2 と続き、パフォーマンスインセンティブグループが固定インセンティブグループより、削

減効果が高いことが導きだされている。 

 Gamil, Sugimura, Nakadomari, Senjyu, et al. [2020]は、沖縄において、デマンド・レスポ
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ンスと海水電力システムを導入した再生可能なマイクログリッドの最適なサイズについて、

混合線形プログラミング技術を利用し、４つのシナリオ（①太陽光電池 PV、水力発電、蓄

電池システムの改良、②RTP、③海水発電システム、④デマンド・レスポンスなしの RTP）

で、検証した。シナリオ①は、13,944 百万円の総費用と等しい需要を示した。シナリオ②

は、蓄電池システムの削減がシナリオ①に比べて RTP を採用することにより－20％削減で

きた。シナリオ①と比べて、総費用について 130 万円の削減が出来た。シナリオ③は、蓄電

池システムの数を０に減少させ、発生単位の数は有意に増加した。その数は、シナリオ①の

1.5 倍、化学生産物からの収入は 1 億 7805 万 4000 円に達した。 

  取り上げた 8 つの分析は、前節の 2016 年以前の研究の特徴でも述べられているように、 

①消費者の DR プログラムへの参加率、②参加者の行動変容に主眼をおいたものであると言

える。また、金銭的、非金銭的インセンティブの付与による効果についての分析も見られ、

再生可能エネルギーの導入に関する効果の分析が増えているという点が、特徴であると言え

る。さらに、スマートフォンなどのアプリを取り入れることによる行動変容の変化に関して

の分析が行われている点は、新しい側面である。いずれの分析も分析手法は異なり、対象地

域についても都市から離島まで異なるものの、ピーク・ロード・プライシングの導入により、

省エネ効果が見込まれることが確認されている。 

 

 表 2. 2016 年以降の日本の実証実験のサーベイ 

 Kim,Shimada,Ochi, 

et al. [2016] 

小松、向井、

西 尾 他

[2017] 

Li, Gao, Ruan, 

and 

Ushifusa[2018] 

Ida,Murakami, 

andTanaka[2020] 

Ida,Ushifusa, 

Tanaka et al. 

[2020](1) 

Ida, Ushifusa, 

Tanaka et al. 

[2020](2) 

Ida, Ushifusa, 

Tanaka et al. 

[2020](4) 

Gamil, Sugimura, 

Nakadomari, Senjyu, et al. 

[2020] 

対象地域 沼島に居住する 

50 世帯 

ス マ ー ト フ

ォンアプリ 

九州電力の ウェ

ブサイト 500,000

のデータ 

横浜市 

ス マ ー ト メ ー タ

ーと HEMS を装

備した 1,202 戸の

家庭を対象 

日本の平均的

な人口を代表

する 11,000 世

帯 

横浜市青葉区の

HEMS を設置し

た 1063 世帯 

竹中工務店の東京

本店の 5 階と 6 階 

沖縄 

分析期間 2012 年以降 3 年間 2017 年度冬期 2017 年度の 8 月、1 月 2013 年夏 2016 年 1 月からの 3

ヶ月 

2015 年 1 月から

9 月 

2014 年の 7 月 14

日から 8 月 1 日ま

での土日祝日を除

く 2 週間 
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分析方法 パネルデータによ

る変量効果モデル 

パ ネ ル デ ー

タ回帰分析 

 CPP の 効 果 を

RCT アプローチ 

固定効果モデル 

ランダムロジ

ットモデル 

プランの種類、

月額の電気料金

を説明変数とす

るランダム効用

モデルを最尤法

により推計 

固定効果モデル 

211 の従業員の中で、48 人は

opt-in パフォーマンスイン

センティブグループ（Ｔ1）、

51 人は opt-in 固定インセン

ティブグループ(Ｔ2)、58 人

は opt-out パフォーマンスイ

ンセ ンテ ィブ グル ープ (Ｔ

3)、54 人は opt-out 固定イン

センティブグループ(Ｔ4)に

割り当てられた。 

混合線形プログラ

ミング技術 

分析内容 ライフスタイル要因、ウェブ

サイト閲覧頻度、気象要因の

コントロールが、1 時間当た

りのエネルギー消費量に与

える影響 

家 庭 省 エ ネ

サ ー ビ ス の

実証研究 

総 合 効 果 に

関 す る マ ッ

チ ン グ 法 に

よる検証と、

レポート・ア

ラ ー ト な ど

の 個 別 効 果

に 関 す る

RCT による

検証 

電気量の変 動を

電気自動車 とヒ

ートポンプ の導

入による深 夜と

早朝の谷を アッ

プさせること。 

ト リ ー ト メ ン ト

とコントロール・

グループを、3 つ

の グ ル ー プ に 分

けて分析 

1.新規事業者による

定額料金で再生可能

エネルギー40％、原子

力エネルギー20％、2.

既存の事業者による

時間帯別料金、再生可

能エネルギー20％、原

子力エネルギー40％、

3.既存の事業者によ

る定額プランで、再生

可能エネルギー10％、

原 子 力 エ ネ ル ギ ー

10％）まで提示 

介入しない 531

とトリートメン

トを施す 532 世

帯の２つのグル

ープに分けて実

施 

13 時 30 分から 15

時 30 分の高い需要

が見込まれる時間

帯に、電力貯蓄の要

求を提案する実験。 

デマンド・レスポン

スと海水電力シス

テムを導入した再

生可能なマイクロ

グリッドの最適な

サイズ 

①太陽光電池 PV、

水力発電、蓄電池シ

ス テ ム の 改 良 、

②RTP、③海水発

電システム、④デマ

ンド・レスポンスな

しの RTP 

分析結果 ダイナミック・プライシング

を導入した方が、13.8％のエ

ネルギー消費の削減が見ら

れた。 

平均的な省エネ効

果は 2.5％アプリ利

用頻度の高いモニ

ターは、利用頻度の

少ないモニターに

比べて省エネ効果

が 1.6％高い。 

CO2 排出削減は、ヒート

ポンプで 0.3 ㎏/kW、電気

自動車で 1.8 ㎏/kW、燃料

電池で 1.75 ㎏/kW、太陽

光発電 1.45 ㎏/kW 

CPP 料金は太陽光発電の

生産消費者の 3～4％の利

用削減を促し、ソーラーパ

ネルなしの利用者はその 4

分の１ 

 時間帯別料金の係数は、

コントロール・グループ

で 0.25、トリートメント・

グループで－0.14 

再生可能エネルギーの係

数は、コントロール・グル

ープ で 0.053、トリート

メ ン ト ・ グ ル ー プ で

0.051、原子力発電比率

Ｔ3 が、最も削減効果が大き

く、Ｔ1、Ｔ4、Ｔ2 と続き、

パフォーマンスインセンテ

ィブグループが固定インセ

ンティブグループより、削減

効果が高いことが導きださ

れている。 

シナリオ①は、13,944 百万円

の総費用と等しい需要を示

した。シナリオ②は、蓄電池

システムの削減がシナリオ

①に比べて RTP を採用する

ことにより－20％削減でき

た。シナリオ①と比べて、総

費用について 130 万円の削

減が出来た。シナリオ③は、
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                                                                             出所：各論文についての要点をまとめて筆者作成。 

 

５．水道料金制度検討を念頭に置く観点からの留意点 

電力分野でのスマートメーター導入とこれを活用してきたＤＲとその知見について整理

してきたが、特に今後の水道料金制度検討を念頭に置く観点からは、電気と水という財の性

質の違いや、各事業の特質などを考慮する必要がある。本稿では、特にプログラム導入を検

討する上で重要な期待効果の捉え方等に関して、これまでのレビューをふまえていくつか留

意点を指摘したい。 

（１）期待効果測定における時間軸の設定 

 電力の DR は、石油危機後の省エネルギー意識の高まりや、ピーク時間帯の需要の

尖鋭化が電力設備投資額の増嵩を招いて経営問題となった歴史的経緯にその源泉が

あることについては既述の通りであり、この場合は中長期にわたる省エネルギー・高

効率機器の導入促進および既に保有している低効率機器の代替などへの期待も高い。

すなわち、DR による短期的な（１日単位・週間単位・季節単位での）需要シフトの

みならず、中長期的な（数年以上の単位での）需要抑制や負荷パターンの変化も併せ

は、－0.12、－0.13 

貨幣 の限 界 効用 は、 －

0.0034 で、トリートメン

ト・グループで－0.0032

で、限界的支払意思額は、

新規参入企業については

－238.04 円、トリートメ

ント・グループについて

は－252.98 円、時間帯別

料金については 125.93

円、トリートメント・グル

ープでは－9.04 円、再生

可能エネルギー率につい

ては 22.4 円、23.72 円、

原子力エネルギー率につ

いては、－49.0696 円、－

56.4047 円 

蓄電池システムの数を０に

減少させ、発生単位の数は有

意に増加した。その数は、シ

ナリオ①の 1.5 倍、化学生産

物からの収入は 1 億 7805 万

4000 円に達した。 
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て期待されている。加えて近年では、太陽光発電や風力発電のような変動性電源の大

量導入と共にアンシラリー・サービスと呼ばれる系統安定機能のための活用が DR に

も期待されるようになってきており、この場合は逆に、分単位・秒単位での即応性や

需要応答の確実性が求められ、これらフレキシビリティ（flexibility）を高めることが

DR のプログラム実装とその普及拡大を推進する大きな動機となっている。 

 水道事業への DR 適用を検討するにあたっては、こうした電力の DR の知見が大い

に参考になることは無論であるが、ただしそのまま直接的に参照されて制度設計が進

むわけではなく、電気と水の財の性質やその使われ方の違い（たとえば、貯蔵性、品

質の考え方、その財が投入されて価値を生む機器・サービスなどの違い、他の産業・

サービスなどとの関連など）、それを扱う産業組織の違いなどをふまえる必要がある。

その際、これらの相違が DR プログラムの期待効果に与える影響は、今後スマートメ

ーターを実装し、プログラム導入実施を検討するにあたって特に重要な論点の一つに

なるだろう。 

 電力の場合、省エネルギーに関する問題意識は、消費者の短期的・直接的な利益向

上（費用節減）ばかりではなく、中長期的な高効率機器の導入普及による産業政策的

経済波及効果や、（特にわが国のようなエネルギー資源に乏しい国にとっては）エネ

ルギー安全保障の向上にも繋がるといった、幅広い時間スパンでの効果が期待できる。

従って、既述のように仮に短期 0.3 程度、長期 0.6 程度の価格弾力性であるとして、

これらを通じて短期から長期にわたる多面的な効果12を期待便益として織り込むこと

も妥当と考えられる。 

 他方、水道事業への適用を考える場合、その貯蔵性や品質維持のためのネットワー

ク・サービスの性質の違いをふまえると、電力におけるアンシラリー・サービスのよ

うな瞬時の運用は事業者に求められず、DR に対する技術的要請も相対的に小さい可

能性がある。また、これを日単位での負荷シフトでみた場合、負荷平準化による設備

投資等の回避・節減効果がどの程度かが問われるが、詳細は今後の検討に委ねる必要

があるものの、直感的には、電力設備と水道設備のピーク需要回避に係る期待効果の

 

12 ただし様々な期待効果が語られる電力分野においても、期待効果の測定は慎重に行うべきとの見方も

ある。たとえば、Blasch, et al. [2020] は家庭が現状の生活を維持しようとするバイアスが働くため

に古い家電機器をそのまま使うなどの行動を調べ、David, et al. [2021] はランダムに選択した家庭の

１か月間の電気料金を大幅に変動させるフィールド実験をしても需要は硬直的だったことを述べてい

る。記述の通り他に多くの研究成果が蓄積されていることから、これらの研究成果が直ちに DR 効果

がないことを意味するものではないが、実際のプログラム設計にあたっては様々な要素を考慮すべき

だということを示唆していよう。 
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違いは存在しているようにも思われる。従って、水道事業の場合は、とりわけ中長期

的な期待効果をどう見込むかが重要視されるべき可能性があり、期待効果測定にあた

っても、単に短期的視野にとどまれば、こうした本来見込むべき効果を軽視するおそ

れがあることに留意しなくてはならない。 

（２）都市部と地方部との対比 

 電力分野における研究成果の蓄積は、どのような社会的経済的状況や、あるいはプ

ログラム参加家計がどのような性質を持っている時に効果が認められるかという領

域にも及んでいる。たとえば、Srivastava, et al. [2018] は 2006 年から 2017 年にか

けて公表された 32 本の研究論文のメタ分析によって、DR プログラムが成功する地

域の条件として、より高度に都市化が進んでいること、経済成長が高いこと、再生可

能エネルギー政策がより支持されていることを示した。他方、表１に含む研究には国

内の都市部と地方部との対比を行った研究があり（ポルトガルが対象の Silva, et al. 

[2012]、中国が対象の Yin et al. [2016]）、それぞれ都市部よりも地方部の方が弾力的

である（ポルトガルは都市部 0.63 に対して地方部 0.78、中国は短期弾力性が都市部

0.36 に対して地方部 0.78、長期弾力性が都市部 0.60 に対して地方部 1.42）。 

ここで DR 効果の大きさを論じるにあたって、上記の「より高度に都市化が進んだ

地域の方が成功する」との結果と、「都市部よりも地方部の方が弾力的である」との

結果とは一見相矛盾するようだが、必ずしもそうとは限らない。たとえば、同じ中国

を対象とした Li, et. Al. [2011] では都市部 0.36 に対して地方部 0.06 となっており、

地方部においては電気使用が必需的なものの割合が多いためこのような結果になる

と理解されている。こうしたことを考慮すれば、「地方部」と一括りにして解される

ものではなく、その地域の経済的な発展段階や成熟度、家計の所得水準やライフスタ

イルなどによって、当該地域の価格弾力性や DR 効果の程度が変わり得るものだと考

えることが妥当であろう。実際に、所得水準が高いほど DR プログラムへの参加意思

が低下するとの研究結果もある（Wang, et al. [2020] ）。これらをふまえた仮定とし

て、必需財的使用が中核を占める発展途上状況から経済発展段階に至るにつれて地方

部の都市化が進み、電力の価格弾力性も大きくなるが、ある段階で（おそらくは高効

率の家電製品等がある程度普及してライフスタイルが定着するなどした段階で）また

価格に対して非弾力的となり、必需財的な使われ方をする。また高所得になるほど金

銭的なインセンティブに対する反応が薄れると考えられることもこの一つの要因と

なり得る。しかしこれがさらに進んで「未来型都市」のような資本装備、たとえばス

マートグリッドのような最先端の各種技術や関連設備が備わって機能する状況に至
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れば、ハード面およびソフト面でのサポートが有効に機能する場合に DR はまた有効

性を高めよう。 

 水道事業への適用を考える上では、その地域性が事業展開に密接に関わることから、

上記の点にはとりわけ留意が必要であろう。都市部か地方部かという単純な二分法で

はなく、先述の時間軸の検討と併せて、どのような地域・コミュニティへと展開して

いくのか、その以降の工程表と各段階で予想される成熟・発展状況等との関連も含め

て、総合的に検討していくことが重要であろう。その際、電力の場合は周辺機器・シ

ステムなども含めた総合的な効果（たとえば、電気自動車などを含む蓄電システム、

ヒートポンプや地域熱供給などの面的供給が可能なエネルギーシステムの活用など）

も考慮したビジョンが相対的に描きやすいのに対して、水道事業の場合はどこでどの

ように包括的に便益を見出していけるかについて、前向きな検討が期待されるところ

である。 

（３）期待効果における社会的意義の観点 

 最近の電力の DR においては、その実施理由として社会的意義が重視されている。

たとえば、「電力等のエネルギー需要削減が CO2 排出量の削減を通じて地球温暖化

問題に対処するための脱炭素社会の実現に資する」という社会的意義は、電力の DR

プログラムの導入・普及を図る上で、近年ますます強調される傾向にある。特に環境

意識が高い欧州では、電力市場改革もかつてのような効率性向上よりもむしろ再生可

能エネルギーの導入拡大やこれを可能にするための各種の施策が注目され、DR によ

って需要側のフレキシビリティを高めること（demand side flexibility）が進むことへ

の期待も高い（こうした観点から DR の潜在的役割を述べたものとして Hale, et al. 

[2018]、欧州の市場モニタリングとして Delta Energy & Environment Ltd. and 

smartEn [2019]、ドイツ・スウェーデン・フランス・英国の４か国の家庭用電力需要

が持つフレキシビリティの大きさに関する研究をレビューした Mata, et al. [2020]な

どがある）。 

 先述の通り Wang, et al. [2020] では高所得層ほど DR プログラムへの参加意思が

低下することを指摘したが、Ito [2015]、Matsukawa [2016]、Royal and Rustamov 

[2018] などが指摘するように、非金銭的インセンティブもＤＲの実効性を有する。

ＤＲの導入や有効性の阻害要因についての検討は様々存在するが（たとえば Nolan 

and O’Malley [2015]、Haeri, et al. [2018]など）、それらの殆どが金銭的インセンティ

ブと非金銭的インセンティブを併用してプログラムを設計することによってＤＲの

実効性を高め得ると指摘している。また、ＤＲの阻害要因として、プログラム参加者
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が被る負の効用があげられる（たとえば生活上の不便や不快感を強いられるなど）。

これらは時に先入観によって形成されている場合があるため、信頼できる主体による

丁寧なコミュニケーションが重要であると言われている。 

 水道事業は、ＤＲに関わる機器やその使われ方の特質を電力のそれと比較した場合、

相対的に手段が少ない可能性があり、また仮に相対的により必需財的な使われ方をす

る場合は金銭的インセンティブを用いたＤＲの効果が電力以上に小さくなる可能性

もある。もしも今後の研究成果の蓄積等によってかかる状況が観察されるような場合

には、電力において環境面での社会的意義が強調されている状況に鑑みて、水道にお

けるＤＲの社会的意義についても説得的な材料の蓄積やその効果的な普及啓発など

についても検討が必要になるだろう。電力分野の研究では、高所得層等で金銭的イン

センティブが低下した場合には精神面でのモチベーションを高めることでＤＲ効果

が期待できることが確認されている。これは水道事業へのＤＲプログラムの適用を検

討する際にも留意すべき点である。 

６．本稿の成果と課題 

本稿は、現在に至る電力消費データ分析の動向と研究事例を調査し、検証を加え、ひいて

は水使用量データを活用した新たな料金制度の検討に役立てることを狙いとして、特に電力

分野の DR に関する分析の経緯と最近に至る動向を文献レビューによって明らかにし、ディ

スカッションとして、DR の期待効果の測定には時間軸を考慮する必要があること、単純な

都市部と地方部との二分法ではなくその地域の実態に応じた検討が必要であること、そして

水道事業の場合も精神面のモチベーションとなるような非金銭的インセンティブについて

考える必要があることなどを述べてきた。 

近年の電力消費データ分析は DR プログラム実証等の検証やモデル解析について行われ

るのが一般的であり、その研究論文数は膨大な数に及ぶが、本稿はある程度包括的に全体像

を示すことができたのではないかと考える。他方、個々の論文紹介や論文名の例示について

ややアドホックになった点が反省としてあり、いかに網羅的かつ重要な諸点の内容について

具体的に充実させていくべきかについては、引き続き今後の課題としたい。 

また「水使用量データを活用した新たな料金制度の検討に役立てる」という狙いに対して、

電力分野の研究成果で得た知見を活かすという意味で若干のディスカッションを含めたほ

うが、より具体的で実践的な教訓が得られたのではないかとの反省もある。この点について

は、次のステージでの研究において改めて取組む所存である。 

謝辞）本稿は、厚生労働省科学研究費助成「水道スマートメーター導入に向けた
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データ利活用の検討(20LA1006）」における「多様な料金制度の検討」の

一環として作成した。ここに改めて感謝を述べる。 
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